病院に勤務する看護師の腰痛と体位変換・移乗介助の援助状況との関連 by 鈴木 聡美 & 白石 葉子
－ 69 －
三重県立看護大学紀要，21，69～82，2017
Ⅰ．はじめに
看護師の腰痛経験者は多く、過去の調査においては、
約 5～8割が腰痛を有しているとの報告がされている 1）。
また、看護師の腰痛と離職の意図、仕事継続の不安に
は有意な関連があるとの調査結果もあり 2）、看護師の
離職予防という観点からも腰痛への対策は必要不可欠
である。
看護師の腰痛の発生原因としては、重量による負荷、
姿勢の固定、前屈等の不自然な姿勢で行う繰り返し作
業により、腰部への負荷が持続的にまたは反復して加
わることであると言われている 3）。看護業務の中でも、
体位変換や移乗介助は、直接的な患者ケアに付随する
動作であり、患者の重さを移動させたり、持ち上げた
りすることが多い。そのため、これらの援助において
腰痛予防のための対策を行うことは、看護師の腰痛発
生を減少させるために有用である。
諸外国における看護師の腰痛対策としては、イギリ
スでは 1981年に英国腰痛予防協会が「The Guide to 
The Handling of Patients」を出版し、看護師の腰部損
傷のリスクを軽減するために必要なこととして、意識
を高めること、トレーニングを改善すること、器具や
装置を最大限使用する安全な方法をとることを推奨し
ている 4）。また、アメリカにおいては、米国労働安全
衛生庁が 2003年に「Guidelines for Nursing Home」
を策定し、人力の持ち上げを最小限にするために移動
介助用具の導入を推奨したり、患者の状況に応じた移
動介助方法や介助者人数を示すアルゴリズムを提示し
ている 5）。いずれも患者の持ち上げ動作を防ぎ、腰痛
を予防するための具体的な対策が明示されており、こ
の対策を導入することにより、腰痛が減少したとの報
告がなされている 6, 7）。
我が国においては、2013年に「職場における腰痛対
策指針」が改訂され、介護・看護作業においては、原
則として人力による人の抱き上げは行わず、リフトや
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スライディングボード、スライディングシート等の移動
介助用具を積極的に利用することが推奨されている 3）。
また、従来の看護基礎教育で用いられている教科書で
は、体位変換や移乗介助の援助技術として、ボディメ
カニクスの利用を前提としたうえでの、人力で患者を持
ち上げる方法のみ提示されているものが多かったが 8, 9）、
近年改定された教科書の中には、リフトやスライディン
グシート等を用いた技術が掲載されている 10）。これら
のことから、看護基礎教育においても今後は体位変換
や移動介助用具のような機器の有用性や、用具を用い
た技術の方法について教授する必要性が増してくると考
えられる。
一方、介護の分野においては、2012年に経済産業省
と厚生労働省により、「ロボット技術の介護利用におけ
る重点分野」が策定されている 11）。これは介護におけ
る 5つの重点分野についてロボット技術の開発を推進
するものであり、この中には、体位変換や移乗介助を
補助する移動介助用具の開発も含まれている。今後は
介護現場への導入に係る大規模な実証を行う計画がさ
れており、介護従事者の負担軽減に対する具体的な対
策が実施されつつある。
しかし、病院における看護業務では、人力での持ち
上げによって患者の体位変換や移乗介助を行っている
現状があり 2, 12）、患者の持ち上げ動作を軽減し腰痛を
予防するための根本的な対策は行われていないことが
推測される。そこで患者、看護師双方にとって安全で
効果的な体位変換や移乗介助を病院環境で行うことが
できるように、現在の病院における看護師の腰痛の現
状や腰痛と体位変換・移乗介助の援助状況との関連、
および腰痛防止のための移動介助用具の利用状況につ
いて明らかにする必要がある。しかし、これまでこれ
らについて、詳細に調査した先行研究は見当たらなかっ
た。そこで、今後調査すべき内容の方向性を検討する
ために、過去に実施した調査結果に未報告データを加
えて再解析し、検討したので報告する。
Ⅱ．研究方法
１．データ収集方法
2008年 3月 3日～14日に、X県 Y市の Z総合病院
(以下 Z病院 )で質問紙による調査を行った。
Z病院は、24診療科と、救命救急センター・健康管
理センター・ICU・CCU・HCU・NICU・熱傷治療
室・高気圧酸素治療室・透析室等の専用施設を有し、
病床数は 735床であった。対象者は勤務している看護
師・助産師・准看護師（以下、看護師）478名とした。
質問紙は、看護部を通して看護師が配属されている 20
カ所の病棟および部門に配布し、無記名自記式で記入
してもらった。質問紙の回収は各病棟および部門に配
置した回収ボックスにて行った。
質問項目は、対象者の基本属性、腰痛の状態、体位
変換や移乗介助の回数、移動介助用具の知識と使用経
験、ベッドの機能の使用状況、移乗介助についての教
育の状況、体位変換や移乗介助について困っているこ
と（自由記述）とした（表 1）。質問紙の内容は、先行
研究 13, 14）を参考にして研究者 2名で検討して作成した。
作成後は臨床経験 3年以上の看護教員 5名にプレテス
トを実施し、内容の修正および追加を行った。
２．分析方法
1）単純集計
各項目の無回答を除いたものを各項目の有効回答と
し、全項目の単純集計を行った。また、対象者の基本
属性からは、「5年ごと経験年数」と「10歳ごとの年
代」の割合を算出した。腰痛の状態からは、「現在腰痛
がある」と「過去に腰痛があったが今はなし」をカテ
ゴリー化して「腰痛経験あり」、「腰痛経験なし」に分
け、「腰痛経験あり」が看護師になってから腰痛を発症
した年数について平均値と 4分位を算出した。「現在
腰痛がある」の痛みの程度については 4分位を算出し
た。「体位変換や移乗介助について困っていること」は、
自由記述の内容をセンテンスに分けて意味ごとにカテ
ゴリー化し、質的にまとめた。
2）クロス集計
「5年ごと経験年数」と「腰痛経験の有無」をクロス
集計した。「現在腰痛がある」「過去に腰痛があったが
今はなし」「腰痛経験なし」のうち、「過去に腰痛があっ
たが今はなし」と「腰痛経験なし」をカテゴリー化し
て「現在腰痛なし」とし、「現在腰痛がある」「現在腰
痛なし」に分けた。「現在の腰痛の有無」と「腰痛の対
処法」「5年ごと経験年数」と「腰痛の対処法」をクロ
ス集計した。また、「1勤務時間における体位変換の回
数」と「1勤務時間における移乗介助の回数」は、
「10–19回」「20–29回」「30回以上」をカテゴリー化
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して「10回以上」とし、「0回」「1–5回」「6–9回」「10
回以上」に分け、それぞれの割合を算出した。さらに、
「0回」「1–5回」を「5回以下」、「6–9回」「10回以上」
を「6回以上」とカテゴリー化して「5回以下」「6回
以上」に分け、療養を目的とした成人の入院患者がほ
とんどの割合を占めると考えられる 10病棟を抽出し
て病棟ごとの割合を算出した。
ベッド機能の使用状況からは、電動ベッドと手動ベッ
ドを合わせて、「高さ調節機能」「背上げ機能」のどち
らかを 1つあるいは両方使う者を「ベッド機能使用あ
り」とカテゴリー化して「ベッド機能使用あり」「ベッ
ド機能使用なし」に分け、「ベッド機能使用の有無」と
「現在の腰痛の有無」をクロス集計した。業務中の腰痛
の対処法では、「コルセット着用」「姿勢に気をつける」
「薬物」「その他」を「対処法あり」とカテゴリー化し、
「対処法あり」「対処法なし」に分けた。「移動介助用具
の知識の有無」と「対処法の有無」や「腰痛経験の有
無」をクロス集計した。
クロス集計では独立性の検定を行った。
3）平均値の差
「現在腰痛がある」の痛みの程度と、「5年ごと経験
年数」について平均値の差の検定を行った。
4）検定方法
集計や検定には IBMspss.ver.24を用い、独立性に
ついては χ2検定を、平均値の差については Kruskal-
Wallis検定を行った。
３．倫理的配慮
調査の実施にあたっては、調査病院の看護部長に調
査協力依頼を行い、許可を得た上で質問紙の配布を
行った。質問紙には研究の趣旨や対象者の自由意思の
尊重および匿名性の保持について説明文をつけ、対象
表 1　質問項目
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者自身が質問紙を提出用封筒に入れ、回収ボックスに
提出したことをもって、本研究への同意を得られたも
のとみなした。なお、本研究は静岡県立大学短期大学
部研究倫理審査部会（No.19-29）と Z病院倫理委員会
（No.19-3-01）の承認を得て行った。
Ⅲ．結　果
１．対象者の基本属性
調査した病棟・部署は外科、神経内科・循環器・泌
尿器、整形外科、脳神経内科・外科（脳卒中センター）、
眼科・耳鼻科・歯科・皮膚科・外科・形成外科 (混合）、
消化器内科、回復期リハビリテーション、血液内科・
内分泌・腎臓内科（混合）、産婦人科・整形外科、小
児・成人・老人（混合）、循環器内科・心臓血管外科
（混合）、療養、NICU、手術室、透析室、救命救急セ
ンター・ICU、外来、内視鏡・外来検査、地域医療相
談科、健康管理科の 20カ所であった。質問紙の回収
数は 355名、回収率は 77.7%であった。対象者の年齢
は 22歳～60歳の範囲で、平均年齢は 30.6±10.3（SD）
歳、年代は 20歳代が一番多かった（図 1）。性別は女
性が 96.9％であった。
表 2　腰痛の経験
X2(6)=1.622, P=0.951 NS
表 3　5年ごと経験年数	と腰痛経験
図 1　10 歳階級別年代
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２．腰痛の状態
過去から現在における腰痛の状態は、「現在腰痛があ
る」が最も多く、「現在腰痛がある」と「過去に腰痛が
あったが今はなし」を合わせた腰痛経験者は 86.1％で
あった（表 2）。「5年ごと経験年数」と「腰痛経験の
有無」の関係では、各経験年数とも腰痛経験者は 8割
以上おり、その割合に有意差はなかった（表 3）。「現
在腰痛がある」の 1から 10段階の痛みの程度の平均
値は 4.7であった。5年ごとの経験年数と痛みの程度
の平均値を表 4に示す。経験年数と痛みの程度の平均
値には有意な差はなかった。
腰痛経験者が看護師になってから腰痛を発症した年
数は 1年から 28年の範囲で、平均年数は 4.5± 5.3
（SD）年であった。看護師になってから腰痛を発症し
た年数は、25パーセンタイルは 1.0年、50パーセン
タイルは 2.3年、75パーセンタイルは 5.0年であり、
約半数が看護師になって 3年以内の早期に腰痛を発症
していた。腰痛の発生原因については、「仕事中」が
77.2％、「仕事以外」が 22.8％であった（n=290）。仕
事中に腰痛が発症した理由を表 5に示す。腰痛が発症
した理由の上位 3位は、「患者が重い」「無理な姿勢」
「立ちっぱなし」であった。その他の自由記述は、「い
つのまにか」「ケアを要する患者の数が多い」「業務量
が多い」「おむつ交換が多い」「入浴介助ばかり」など
であった。腰痛に対する治療は「治療あり」は 34.3％
であり、「治療なし」が 65.7%であった（n=280）。ま
た、「現在腰痛あり」のうち、「現在も治療している」
のは 41.2％であった（n=68）。「腰痛経験あり」の仕事
時の腰痛の対処法を表 6に示す。腰痛の対処法の上位
3位は「薬物」「姿勢に気をつけている」「特になし」で
あった。
「現在の腰痛の有無」と「腰痛の対処法」の関係では、
「現在腰痛あり」の対処法で最も多かったのは「姿勢」
であり、「現在腰痛なし」で最も多かったのは「何もし
ない」であった。「腰痛の対処法」の「その他」の自由
記述は、「ゴムバンド使用」「マッサージを行う」「運動
やストレッチ」「整体に通う」「補整下着使用」「神経ブ
ロック」などであった。
３．体位変換 ･移乗介助の状況
1勤務帯における体位変換の回数は、「10回以上
（42.3％）」「1–5回（32.5％）」「6–9回（16.2％9」「0
回（9.0％）」の順であった（n=345）。1勤務帯におけ
る移乗介助の回数は、「1–5回（59.2%）」「10回以上
（17.8%）」「6–9回（15.7%）」「0回（7.3%）」の順で
あった。病棟ごとの 1勤務帯における体位変換と移乗
介助の回数の関係を表 7に示す。体位変換の回数が「5
NS
表 4　5年ごと経験年数と痛みの程度 表6　腰痛経験がある人の仕事時の腰痛の対処法 (重複回答 )
表 5　腰痛が発症した理由（重複回答）
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回以下」の割合が有意に多かったのは、「回復期リハビ
リ病棟」であった。移乗介助の回数が「5回以下」の
割合が有意に多かったのは「外科病棟」「眼科 /耳鼻科
/歯科 /皮膚科 /外科の混合病棟」であり、「6回以上」
の割合が有意に多かったのは「回復期リハビリ病棟」
であった。
４．移動介助用具の知識と使用状況
移動介助用具の知識の有無（知っているか）の割合
と、知っている場合使用経験があるかを聞いた割合を
図 2に示す。「知っている」の上位 3位は、「ストレッ
チャー用移動ボード」「立ち上がり介助柵」「リフト」
であり、「知らない」の上位 3位は「介助用スリング」
「車椅子用移動ボード」「介助用ベルト」であった。移
動介助用具を「知っている」者のうち「使用経験があ
体位変換 ： X2(9)=17.130 *P<0.05　　　移乗介助 ： X2(9)=24.305 **P<0.01
表 7　病棟ごとの 1勤務における体位変換・移乗介助の回数
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る」の上位 3位は、「ストレッチャー用移動ボード」「立
ち上がり介助柵」「車椅子用移動ボード」であった。移
動介助用具の知識の有無と腰痛の有無と現在の腰痛の
有無の関係では、「ストレッチャー用移動ボード」の
「知識有り」の方が「腰痛経験あり」の割合が有意に多
かった（表 8）。移動介助用具の知識の有無と腰痛の対
処法の有無の関係では、「スライディングシート」では
「知識有り」の割合が有意に多かった（表 9）。
電動ベッドと手動ベッドそれぞれについての「高さ
調節機能」「背上げ機能」使用の有無の割合を表 10に
示す。電動ベッドと手動ベッドともに各機能を使用し
ている者は、8割以上であった。ベッド機能使用の有
無と現在の腰痛の有無の関係では、「現在腰痛がある」
のうち「ベッド機能使用あり」の割合は 56.1％
（n=314）で、「現在腰痛がある」のうち「ベッド機能
使用なし」の割合は 44.7％（n=38）であった。現在の
腰痛の有無とベッド機能の使用の有無の関係には有意
な差はなかった。「現在腰痛がある」のうち「ベッド機
能使用あり」の腰痛の程度の平均値は 4.7±2.2（SD）
（n=173）、「ベッド機能使用なし」の腰痛の程度の平均
値は 4.2±1.8（SD）（n=17）であり、ベッド機能使用
の有無による腰痛の程度には有意な差はなかった。電
動ベッドと手動ベッドの「高さ調節機能」「背上げ機
能」それぞれの「使用なし」の理由を表 11に示す。手
動ベッドと電動ベッドの機能を使わない理由は、質問
項目とした「操作時間がかかる」「手順が増え面倒」「必
要性を感じない」の中では「必要性を感じないから」
が最も多かったが、「その他」と回答した者がそれぞれ
4割から 7割であった。ベッド機能を使用しない理由
の「その他」の自由記述は、手動ベッドでは「機能を
使用する機会がない」が、電動ベッドでは「所属部署
に電動ベッドがない」が殆どであった。
５．体位変換・移乗介助に関する教育の状況
移乗介助についての教育が「教育あり」の割合は、
37.2％（n=355）であった。教育を受けた場所は、「看
護師養成機関（66.7％）」「院内研修（16.3％）」「院外
研修（10.9％）」「その他（6.1％）」であり（n=147）、
「その他」の内容は、「業者」「病棟先輩」などであった。
６．体位変換や移乗介助について困っていること
「体位変換や移乗介助について困っていること」の自
由記述は 50回答あった。データからは「患者の身体
の大きさ・重さ」「身体的制限」「認知的問題」「患者の
負担」「単独での介助」「介助回数の多さ」「時間のな
さ」「移動の種類」「物品不足」「職場の雰囲気」「技術
図 2　移動介助用具の知識の有無と使用経験
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表 8　体位変換・移乗介助用具の知識の有無と腰痛の経験の有無
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表 9　体位変換・移乗介助用具の知識の有無と腰痛対策の有無
表 10　ベッドの機能を使用する人の割合
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表 11　ベッドの機能を使わない理由（重複回答）
表 12　体位変換や移乗介助に関して困っていること
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不足」「身体症状」の 12のサブカテゴリーが抽出され、
そこから【患者の状況に関する問題】【移乗介助の実施
状況に関する問題】【環境に関する問題】【看護師個人
に関する問題】の 4つのカテゴリーが抽出された（表
12）。
Ⅳ．考　察
１．看護師の腰痛の実態
看護師の腰痛発生頻度についてはこれまでも数多く
報告されているが、腰痛経験がある看護師が約 9割で
あるという本調査の結果は、近年における他の報告と
同様であった 15-17）。また、腰痛経験がある看護師のう
ち、仕事中に腰痛を発症した者は約 8割であり、本調
査時より約 10年前の本邦における先行研究 13, 14）と同
様の結果であった。これらのことから、近年、重量物
持ち上げ動作にかかる対策が推奨されているにもかか
わらず、看護師の腰痛発生の状況は、約 20年前から
改善されていないことが示唆された。
また、腰痛経験の有無と経験年数との間には有意差
はなく、腰痛の発症や腰痛の痛みの程度は全ての年代
で同等であることが示された。現在腰痛がある人の痛
みの程度と経験年数の間には有意差がなく、腰痛の痛
みの平均値は約 4.7であったが、中には 10と答えてい
る者もおり、痛みを感じながらの業務は看護師の身体
的苦痛のみならず、看護の対象である患者の安全を守
るうえでも影響を及ぼすことが考えられる。また、仕
事中の腰痛を防止するための対処法については、腰痛
経験があるにもかかわらず行っていない者が約 3割も
おり、また対処法を行っていても、対症療法であると
考えられる薬物や姿勢に気をつけるというものであっ
た。姿勢に気をつけるボディメカニクスの活用では腰
痛予防には効果が認められないと言われていることか
ら 18, 19）、確実に腰痛予防に役立つ対策は行われていな
いことが推測される。
腰痛経験者が腰痛を発症した当時の経験年数は 28
年間の幅広い範囲があったが、その 50パーセンタイ
ルは 2.0年、75パーセンタイルは 5.0年であり、就業
してから早期の時期に偏っていた。先行研究でも就業
後 1年以内の看護師の腰痛発生率が高かったという報
告があり 20）、看護師になった初期の段階から腰痛にな
ることでの勤務継続への影響が懸念される。
腰痛は腰部への過度の負担の結果、脊椎の椎間関節
や仙腸関節の捻挫や椎間板の損傷を起こしたりするこ
とにより生じると言われている 21）。本調査の結果で腰
痛が発生した理由の上位は、「患者が重い」「無理な姿
勢」「立ちっぱなし」であることが示されており、先行
研究同様 2, 17, 20, 22）、重い患者を持ち上げる動作、中腰
姿勢等による腰部の負荷が腰痛発生の原因となってい
た。さらに、その他の原因における、「ケアを要する患
者の数が多い」「業務量が多い」「おむつ交換が多い」
などの回答内容からは、患者を持ち上げる動作や中腰
姿勢をとることに加え、中腰姿勢での作業の機会の多
さが腰痛発症に関係していることが推測された。しか
し、腰痛発生には作業姿勢や動作の要因だけではなく、
体格や体力、技術力等の「労働者の要因」や、「心理・
社会的要因」も関係すると言われている 3）。本調査に
おいてはこれらの要因は考慮していないため、今後調
査内容に加えていく必要がある。
２．腰痛と体位変換・移乗介助の援助状況との関
連
1勤務帯における患者の体位変換の回数で最も多
かったのは「10回以上」であり、移乗介助では「1–5
回」であった。約 11 Kgの重さを 1日に 5回以上持ち
上げて運ぶと、椎間板ヘルニアのリスクが 2倍に高ま
るという報告 23）や、ベッド上での体位変換の回数が
10回以上あると腰痛発症リスクが 1.7倍に高まり、
ベッドから車いすへの移乗介助が 1–4回でも腰痛発症
のリスクが 1.5倍になるという報告 24）もあることから
体位変換や移乗介助の回数の多さが、仕事中に腰痛を
発症する原因となっている可能性がある。また、体位
変換や移乗介助の回数を病棟ごとに示したところ、体
位変換の回数が有意に多い病棟はなかったが、移乗介
助については「回復期リハビリ病棟」では 6回以上が
有意に多かった。回復期リハビリ病棟では患者の ADL
を拡大していくために、移乗介助ケアが多く、病棟に
入院している患者の特性によって腰痛を発症する危険
度が異なることが考えられる。
体位変換や移乗介助を行う際に、スライディングシー
トや介助用スリング、リフト等を導入した場合、患者の
事故や看護師の障害発生が減少すると言われている 6,7）。
しかし、本調査においては腰痛経験の有無と用具の知
識の有無の間には有意な関係は認められなかった。また、
ストレッチャー用移動ボード、立ち上がり介助柵、リフ
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トなどの移動介助用具を知っている割合は約 8割であっ
たが、その中で使用したことがある割合は、ストレッ
チャー用ボードが約 9割であったのに対し、立ち上り介
助柵は約 7割、リフトは 1割以下であり、知識の有無
と使用経験の有無は一致していなかった。これは勤務
する病棟や部署に用具の準備ないことや、用具があって
も効果的に使用されていないことを示していると考えら
れ、作業環境が整っていない可能性がある。しかし、各
移動介助用具の知識の有無と腰痛の対処行動の有無の
関係では、移乗用シートについては「知っている」方が
対処行動を行っている割合が有意に多かったことから、
移動用シートは病棟に設置してある割合が他の用具に
比べて高く、腰痛予防のために使用されやすい状況に
あったことが推測される。
さらに、身近な移動介助用具の 1つとしてベッドの
高さ調節と背上げ機能があるが、電動ベッド・手動ベッ
ド共に何らかのベッド機能を使っている者は約 8割で
あった。しかし、腰痛経験の有無とベッド機能使用の
関係に有意差はなく、ベッド機能が腰痛予防のために
有効かどうかは不明であった。ベッドの機能を使用し
ていない者の中には、背上げ機能や高さ調節機能が備
わっているベッドが病棟にないという記述もあり、ベッ
ドの機能においても環境要因として使用できない状況
があることがわかった。また、体位変換や移乗介助に
関する教育については、受けたことがあるのは約 4割
で、受けた場が院内研修であったものは約 2割しかい
なかったことから、体位変換や移乗介助に用いる用具
の安全な使用方法について就業中に学ぶ機会がないこ
とも考えられる。
本調査においては、腰痛の有無と移動介助用具の使
用の関連ははっきり示されなかったが、今後の調査に
おいては、看護師の移動介助用具の知識の有無や使用
経験だけでなく、具体的な使用方法についての知識の
有無、使い方のトレーニング経験の有無、病棟におけ
る用具や機能的なベッドの配置状況も調査する必要が
ある。しかし、近年の先行研究においても、体位変換
や移乗介助の際、用具の使用の有無やベッド機能使用
の有無による腰痛発症の割合に差はなかったという結
果 25）や、車いす用移動ボードやスライディングシート
の使用では看護師の動作時の腰痛の感じ方にはがな
かった報告がある 12）ことから、用具のみでなく患者の
状態、看護援助の内容、援助時の姿勢、時間の長さ、1
勤務における頻度、用具使用方法の実際等を調査に加
え、腰痛発症との関連を明らかにしていく必要がある。
「体位変換や移乗介助について困っていること」の自
由記述から抽出されたカテゴリーは、【患者の状況に関
する問題】【移乗介助の実施状況に関する問題】【環境
に関する問題】【看護師個人に関する問題】と腰痛が発
症しやすいと言われている要因 3）に全てあてはまり、
看護の現場には多くの課題があることが示されていた。
この中でも、【移乗介助の実施状況に関する問題】や
【環境に関する問題】には人員や物品の不足、職場の雰
囲気などが含まれており、組織体制についての課題も
多いことが推測される。海外においては、ゼロリフト
ポリシーとして計画的に用具を購入したり、トレーニ
ングプログラムを組織的に導入することにより医療関
係者の腰痛発症率や、腰痛発症による離職率、患者の
事故が減少したという報告がある 6, 7）。しかし、本邦に
おいては、病院でどのような腰痛対策が、どのような
方法で導入されているのか、また、予防対策を導入す
るうえでの障害となるものを示す調査はほとんどなく、
今後はこれらの「組織体制」に関しても調査をしてい
く必要がある。
Ⅴ．研究の限界と今後の課題
本調査では、看護師の腰痛と体位変換・移乗介助技
術に焦点を当て分析を行ったが、勤務部署や対象者に
よって持ち上げる重さや用いる技術が異なることによ
る影響は明らかになっていない。今後は、本研究で得
られた示唆をもとに「介護・看護等の対象となる人の
要因」「労働者の要因」「心理・社会的要因」「作業環境
の要因（機器や道具の状況含む）」「作業姿勢・動作の
要因」「腰痛予防に関する組織体制」について的確に把
握するために、調査規模を拡大したり、多様な看護の
場において調査を実施することが必要である。
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